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あらまし：本報告は，通学制の高等教育機関が提供する非同期分散型 eラーニングを対象に，経済性の側

面から導入規模の規定要因を検討するものである．近年，多くの高等教育機関は，流行病や東日本大震災

の影響によって全学的な休講や変則的な授業日程を組む必要に迫られ，eラーニングの利便性・経済性が

見直されている．本報告では，リスクヘッジのための投資水準を検討する枠組み仮説を提案する． 
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1. はじめに 

日本の多くの教育期間は，2007 年以降，はしか・

新型インフルエンザ・東日本大震災の影響を受け，

休講や変則的な授業日程を組む必要に迫られた．こ

のような状況は，従来もっぱら教育効果の観点から

検討されてきた e ラーニングの導入に，リスク管理

としての側面があることを認識させるものとなった． 
実際，非同期分散型 e ラーニングは，受講時間や

場所を選ばないため，対面授業が開講できない状況

であっても学生に学習機会を提供できる．また，イ

ンターネット自体は災害に強く，e ラーニングは一

斉休講を避ける手段として有効である． 
過去の実例をみても，東日本大震災の後，複数の

大学が被災学生向けに e ラーニング授業を提供した

ケースがある[1]．さらに，多くの科目を e ラーニン

グで提供しているＡ大学（通学制・私立）では，新

型インフルエンザによる対面授業休講時（2009 年 5
月）に e ラーニングへのアクセスが増加した効果が

あったことも明らかになっている（図１）． 
そこで，本発表では，通学制大学が e ラーニング

を導入する要因としてのリスクヘッジ（リスク移転）

に注目し，全学規模の休講を避けるための e ラーニ

ング化の程度を算出する方法を検討する． 
 

 
図１ オンライン教材への日付別アクセス数[2] 

2. 前提条件 
検討に先だって，以下の 4 事項を前提条件として

設定する． 
(1)一大学で対応する 
通学制の一大学が対応する場合を想定し，複数大

学によるコンテンツの共有や，オープンコンテンツ

の活用は考慮しない． 
(2)事業リスクがないと仮定し，オペレーションリ

スクのみから判断する 
リスクには，事業そのものの不確実性（金利や売

り上げの変動）によって引き起こされる「事業リス

ク」と，従業員の不正や災害によって引き起こされ

る「オペーレーショナルリスク」がある[3]．本研究

では，後者のみを対象にする． 
(3)単位認定する対面授業を e ラーニングで代替す

る時間を対象にする 
代替であるので，対面授業と同レベルの修了率・

成績確保を前提とする． 
(4)学生側のコストは検討しない 
e ラーニングの受講コスト，例えばパソコン所有

率などと通学コストを比較検討しない． 
 

3. リスクへの対応 
リスクマネジメントのプロセスは，おおまかにリ

スク因子の評価，リスクアセスメント（リスク管理

パフォーマンスの測定），改善という段階を経る[4]．

本研究では，この流れに沿って対応を検討する． 
3.1 リスク因子 
対面授業が不可能になるリスクをまとめると表 1

のようになる．リスクヘッジの仕方は，e ラーニン

グ化だけではないため，予測可能性および防止可能

性も示した．リスクには大規模火災や戦争もあるが，

多くの大学で地震を原因としない火災には対応可能

であり，戦時には e ラーニング自体も提供できない

おそれがあると考え，ここでは省略した． 
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表 1 リスクの種類 
リスク要因 

（実例）  

予測 

可能性  

被害防止 

可能性  

大規模災害 （地

震・台風など）  

なし～ 

数日前  

ほとんどなし  

流行病 （はしか，

インフルなど）  

あり  早期の対応で最小限

に食い止める可能性  

人為的要因１：作

為 （脅迫・スト

ライキなど）  

なし～ 

数日前  

事前の兆候（予告な

ど）がある場合，回避

することが可能  

人為的要因２：不

作為 （建物の崩

壊・電子回路の停

止など）  

あり  ほとんどの場合，事前

の兆候があり，早期の

対応で回避すること

が可能 

3.2 リスクアセスメント 
次に，そもそもどの程度まで休講が続いても，ス

ケジュール変更で対応できるのか（損失上限）を，

一斉休講可能期間の最大値として求める．ここでは，

2 学期制を取っており，定期試験期間を含め 16 週授

業期間があるとする．次に，学生にとって夏季休業

11 週間，冬期休業 2 週間，春季休業 7 週間とする．

教員側の事情として，各学期終了後 2 週間は補講と

採点に必要であり，後期終了後（春季休業中）最低

1 週間は入試業務があると想定する． 
これらを勘案すると，損失上限は前期で最長 9 週

間，後期で 4 週間となる． 
一方，e ラーニングのコストは，学習管理システ

ムを学内に置くのか，クラウド・ASP を活用するの

かに従って異なるが，運営コストを考えると大きな

差はないと考えられる．具体的には，以下のような

コストが必要である． 
導入コストとしては，システム（ハード・ソフト），

初期コンテンツ制作，初期人員（主に技術人員と，

コンテンツ作成人員）がある．運営コストとしては，

システム管理・バージョンアップ，追加コンテンツ

制作，運営人員（主に技術人員と，学習支援人員），

コンテンツのリプレース（製品としての寿命に対応）

がある． 
最後に，リスクの発生確率と e ラーニングへの影

響をまとめると表２のようになる．前もって対策を

講じておけば，e ラーニングが長期にわたって提供

できない可能性はほとんどないことが分かる． 
3.3 改善に向けた e ラーニング導入率決定仮説 

ここまで述べた事項から，損失上限を超える事態

に至る確率に基づいて導入するケースと，1 日でも

休講になる可能性から検討する場合が考えられる． 
e ラーニングへの投資額を f(K)，1 日の休講が発生

する確率を x，いったんその問題が起こった際に予

測される休講日数をＴ，所属する全学生に e ラーニ 

表 2 リスク発生確率・e ラーニングへの影響 
リスク 発生確率 eラーニングへの影響  

大規模

災害   

年数回～ 

数百年に 

1回 

e ラーニング担当者が活動可

能で，サーバーが停止しなけ

れば，ほぼ影響なし  

流行病 数年に 

1回 

遠隔操作や在宅勤務が可能で

あれば，ほぼ影響なし 

人為的

要因１  

算出不能 

回避可能 

eラーニング担当者が当事者

でなければ，影響なし 

人為的

要因２  

算出不能 

回避可能 

eラーニング担当者が活動可

能で，サーバーが停止しなけ

れば，影響なし 

ングを 1 日提供するコストを y とすると，損失上限

の最悪事態として後期授業期間中を想定し，1 日ご

との休講確率が独立事象であるとすれば，最も起こ

りやすいリスクに基づいてＴ>x28 となる確率 z を求

め，f(K)=yzT から投資額を決定することになる．一

方，1 日の休講からカバーする場合には，各リスク

の xyT の合計値から投資額が決まる． 
 
4. まとめと課題 
本報告では，経済性の側面から e ラーニング導入

規模の規定要因を検討し，全学的なリスクヘッジと

しての授業 e ラーニング化に必要な投資額を決定す

るための方法仮説を提案した． 
前提条件で述べたように，本報告では多くの要因

を棄却して論を進めたが，それでも少なくとも２つ

の問題が指摘できる．まず，すべての授業がコンテ

ンツ提供型の e ラーニングで代替可能ではないこと

である．次に，休講が数週間に及ぶような大規模災

害は，e ラーニング受講者である学生にも大きな被

害を与え，e ラーニングが提供されても受講できな

い学生がいる可能性を無視している点である． 
今後は，これらの課題もふまえ，より具体的なシ

ミュレーションやケーススタディによって仮説の検

証を試みる予定である． 
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